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研究の概要 
本研究は、断熱性能などの住環境改善が脳・循環器・呼吸器・運動器に及ぼす影響に関する

科学的根拠を獲得すること。さらに、住環境改善による疾病・介護予防便益評価手法の確立を
目的とする。 

研 究 分 野：建築環境工学、公衆衛生学 
キ ー ワ ー ド：住宅断熱、健康寿命、コホート調査、介入調査、コ・ベネフィット 

１．研究開始当初の背景 
WHO の報告書を始め、多くの書籍・論文に

まとめられており、住宅の寒さによる健康全
般への影響、メンタルヘルスへの影響、空気
質・ダンプネスによる呼吸器疾患への影響な
ど住宅と健康に関する研究は特にイギリス、
ニュージーランドで進んできた。しかしそれ
らの既往研究の多くが主観指標による評価
であるため、実測に基づく客観的エビデンス
が必要と示唆されている。一方、気候変動に
関する政府間パネル（IPCC）第 5次・第 3作
業部会報告書の第 9章では、健康性、知的生
産性のコ・ベネフィットの可視化が建築部門
の低炭素化推進に有効であることと指摘し
ている。 
 
２．研究の目的 
上記の背景を踏まえ、本研究は、断熱性能

などの住環境改善が脳・循環器・呼吸器・運
動器に及ぼす影響に関する科学的根拠を獲
得すること。さらに、住環境改善による疾
病・介護予防便益評価手法の確立を目的とす
る。 
 
３．研究の方法 
研究方法の概要を図１に示す。 

STEP1. ベースライン調査 
研究チームは、これまで国、自治体、企業、

住民との良好な関係のもとに、さまざまな住
環境が、幼児から高齢者まで幅広い年齢層の
住民の健康指標に与える影響に関するベー
スライン調査を拡充する。 
STEP2. コホート・介入調査 
 STEP1 の調査対象者について、数年後の

コホート調査、新築・改修による住環境改善
の介入調査を行う。 
STEP3. 疾病・介護予防便益評価 
 STEP2 の研究成果と公的統計の原票デー
タを組合せ、住環境改善による疾病・介護予
防便益評価を１世帯あたりで行うほか、全国
及び基礎自治体毎の中長期予測を行う。 

図１住環境が健康に及ぼす影響の研究方法 
 

図 2 建築学・医学共同研究体制 
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４．これまでの成果 
本研究では住環境(住宅や地域)の改善に

よる Co-Benefit  である健康寿命延伸効果
に着目し、大規模なフィールド調査と追跡・
介入調査によって住環境と脳情報や要介護
状態等、新たな客観データによる健康影響の
客観的論拠の獲得を進めている。 
主な調査対象地は、高知県(梼原町、高知
市)、山口県(長門市)、福岡県(北九州市)、
愛媛県（新居浜市）、東京都（渋谷区）、                                   
山梨県(上野原市、大月市)、大阪府（堺市）、
広島県(広島市)、三重県（津市、伊勢市）、
熊本県（熊本市）、石川県（志賀町)などで全
国に及ぶ。これまで３年間さまざまな世代を
対象として自宅と自宅以外の環境が居住者
の健康に及ぼす影響の調査を目的とした横
断面調査の補充ならびに、研究代表者らの科
研費基盤 A（23246102、26249083）から実施
してきた経年調査（縦断面調査）、住環境・
執務環境の建替・改修前後調査（介入調査）
を実施した。 
具体的には、青壮年期～中年期を対象とし

た調査では、自宅環境と居住者の健康(客観
指標：家庭血圧、脳 MRI撮像データ、睡眠状
態、体温、身体活動量、心拍、呼吸機能等)
との関連の検証に加え、オフィスでの知的生
産性の検証を行った。日中の知的生産性はオ
フィス環境そのものの影響のほか、前日の自
宅での睡眠・休息が影響するため、良質な自
宅・オフィスの環境がもたらす相乗効果に関
する被験者実験を行った。 
また、自宅と自宅以外の環境の相乗効果は

幼・少年期にも存在するため、幼稚園・小中
学校での活発な身体活動と自宅での良好な
睡眠が、病欠確率と学習効率への影響を調
査・分析した。環境側の調査項目としては温
湿度、一部調査で光・音・空気環境、カビ・
ダニ測定等を行った。 
 特に、2019年度には、高知県梼原町におい
て、無作為抽出された町民 1000 人（町民の
約 1/3）を対象として研究代表者らが住環
境・生活習慣と健康に関する長期コホート調
査の 16年経過後調査を終えたところである。
来年度以降、本格的な分析を開始するところ
である。 

図 3 これまでに構築してきた調査対象 

５．今後の計画 
住環境と健康に関する大規模なフィール

ド調査を円滑に実施するために、地方自治体、
地元企業・団体、住民との信頼関係の構築と
緊密な連携を維持するために、全国各地に出
張し、事前・事後打合せ、調査協力者への説
明会、調査結果の還元のための集会等、研究
室ウェブサイト上での調査状況動画記録の
公開等に取り組んでゆく予定である。 
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⾼知(梼原町 1,000⼈・16年間)、
⼭⼝(⻑⾨市等 400⼈・5年間)、
⻑野(東御市後期⾼齢者 200⼈、⼩布施町 500⼈・5年間)、
愛媛(新居浜市 3,000⼈・5年間、松⼭市 1,200⼈・5年間)、
福岡(北九州市 900⼈・5年間)、
東京(多摩市 20,000⼈・10年間)、
神奈川(川崎市 ⼩学⽣ 1,000⼈、藤沢市 2,000⼈)、
⼭梨(上野原市 1,300⼈・5年間、⼤⽉市 後期⾼齢者 200⼈)、
熊本・⾼知・愛媛・三重・広島・⼤阪(幼稚園児 1,000⼈)、
⼤阪・京都・奈良・⼭梨・⻑野(後期⾼齢者 1,000⼈)、
30都府県(4,000⼈の住宅室温・⾎圧・活動量実測)
これらを基盤に発展させ、⾃治体(⾸⻑、医
療福祉、教育、建築などの各部局)、地域住
⺠との良好な関係のもとに、住環境と健康
に関する3万⼈規模のコホート調査、5千⼈
規模の⾎圧・睡眠・活動量・疾病と温湿度
等の住環境の実測調査基盤を構築中。

冬季死亡増加率(％)
■12未満
■12以上14未満
■14以上16未満
■16以上18未満
■18以上20未満
■20以上22未満
■22以上24未満
■24以上

厚⽣労働省「⼈⼝動態統計2014年」
都道府県別・⽉別からグラフ化

冬季死亡増加率
全国平均 17.5％


